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相続税の３区分 

相続税には大きく分けて３つの区分があります。相談を受け、こ

の相続はどの区分に該当するのかを最初に判断します。  

《相続税が課税されない人》  

自宅の土地は２５坪の建売住宅です。他に不動産は所有していま

せん。預貯金などが１５００万円です。相続人は配偶者と子が２人

です。一般的なサラリーマン家庭の財産と家族構成です。  

相続税基礎控除以下なので課税はありません。自宅の相続登記に

必要な司法書士をセットすれば他の士業は不要です。あとは遺産分

割のサポートと預貯金の解約が主な手続きです。遺産分割に法的期

限はありません。しかし速やかに終えることが望ましいです。  

聞き取り調査で遺産の預貯金残高には注意が必要です。多くの人

は親が亡くなった時点で記載されている通帳残高が預貯金残高だと

言ってきます。が、鵜呑みにしてはいけません。父親の預金が妻や

子の通帳へと移されていることもあります。これは父親の預金（名

義預金）とみなされます。もし無申告贈与ならば時効が成立してい

たら無罪放免です。なお名義預金には時効はありません。あくまで

も父親の預金として遺産に取り込まれます。名義預金か、時効の成

立した贈与なのか、この判断は税理士先生も悩ましいところです。

ここが確認できたなら３区分が確定します。  
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《申告をすることで相続税が課税されない人》  

相続税には特例があります。そのひとつに自宅敷地を配偶者や、

同居の相続人（子）が相続した場合や、同居していなくても自分達

の家を所有（俗に家なき子）していない子が相続した場合は、要件

を満たせば自宅敷地３３０㎡までは、８０％評価減の相続税大バー

ゲン（小規模宅地の特例）を受けることができます。  

小規模宅地の特例を受けることで自宅敷地の評価がガクンと下が

り相続税の課税はありません。ただし、特例を受けるには相続税の

申告が必要です。よって税理士の報酬は必要となります。  

《相続税が課税される人》  

 典型的なのは地主さんです。ここで一番の問題は地主の財産構成

です。土地等の不動産が占める割合が多く、現金預貯金の割合が少

ないのが現状です。相続税は相続開始１０か月以内に現金一括納付

が原則です。物納や延納は制度としては残っていますが、使い勝手

が悪すぎて、実務にはなじみません。私も２０年ほど前に１回だけ

物納に関わりましたが、それ以降はありません。  

 地主相続は、いかに土地を換金し億単位の納税資金を捻出するか

に尽きると言っても過言ではありません。税理士、司法書士、土地

家屋調査士などの専門職に加え、信頼できる不動産業者が必要です。 

また地主の相続対策は、①現金一括納付が円滑にできるよう納税

対策、②遺言作成などの遺産分割対策、③最後に相続税を減らす節

税対策です。この順番を間違えないことです。  


